                           労働者派遣契約書
　　 神栖市（以下「甲」という。）と　　　　（以下「乙」という。）とは，労働者の派遣について，次のとおり契約を締結する。
（目的）
第1条 この契約は，労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和

６０年法律第８８号。以下「労働者派遣法」という。）に基づき，乙の雇用する労働者（以下「派遣労働者」という。）を甲に派遣し，甲が派遣労働者を指揮命令して　　　　　　　　　　　　　における期日前投票受付等人材派遣業務（以下「派遣業務」という。）に従事させることを目的とする。

（総則）

第2条 甲及び乙は，この契約の履行に際し，労働者派遣法その他関係法令等を遵守するものとする。

２　乙は，この契約の目的を達成するために，必要な能力，知識及び経験を備える派遣労働者を甲に派遣しなければならない。

３　乙は，派遣労働者が甲の指揮命令に従い，甲の職場における諸規程等を遵守するように，教育，指揮その他必要な措置を講ずるものとする。

４　この契約の処理に当たっては，この契約書に定めるもののほか別紙仕様書によるものとする。

（派遣期間）

第3条 派遣期間は，期日前投票実務研修日及び　　　　　　　　　　選挙の期日前投票期間とする。また，期日前投票事務研修の日程については甲乙協議して定めるものとする。

（就業条件）

第4条 派遣労働者の就業条件は，次のとおりとする。

(1) 業務内容

投票する市民の案内，入場整理券の受領，パソコンでの受付，投票用紙交付

(2) 就業場所

別紙仕様書記載のとおりとする。

(3) 派遣日及び人数

別紙仕様書記載のとおりとする。

(4) 就業時間

別紙仕様書記載のとおりとする。

(5) その他

就業時間外の勤務が発生する場合には，甲乙協議するものとする。

（派遣単価）

第5条 派遣単価は，実働時間１時間につき　　　　　円（通勤費を含む）とし，消費税及び地方消費税相当額

は含まない。

（就業状況の通知等）

第6条 甲は，業務終了後速やかに，派遣労働者ごとの就業状況を，乙に通知するものとする。

２　乙は，前項の内容を確認し，派遣実績を取りまとめ，速やかに甲に通知し，甲の確認を受けるものとする。

（派遣料金の請求及び支払）

第7条 乙は，前条第２項の確認を受けたときは，派遣労働者の実働時間の合計（１時間未満の端数がある場合に

は，１５分を単位として計算する。）に第５条に定める額を乗じて得た金額に当該金額の１００分の１０に相当する消費税及び地方消費税相当額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた金額。以下「派遣料金」という。）を甲に請求するものとする。

２　甲は，前項の規定による適法な請求を受けたときは，その日から起算して３０日以内に当該派遣料金を支払うものとする。

３　甲は，その責めに帰すべき理由により前項の派遣料金の支払が遅れたときは，当該未払金額につきその遅延日数に応じ，政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第1項に定める率と同じ率（以下「支払遅延防止法の率」という）の割合を乗じて計算した金額を遅滞金として乙に支払うものとする。

（権利義務の譲渡等）

第8条 乙は，この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し，又は承継させてはならない。ただし，あ

らかじめ甲の書面による承諾を得た場合は，この限りでない。

（派遣先責任者等）

第9条 甲は，派遣先責任者，派遣労働者を直接指揮命令する者及びこの契約に係る事務処理等を担当する業務担

当員を定め，乙に通知するものとする。派遣先責任者等を変更した場合も，同様とする。

（派遣元責任者等）

第10条 　乙は，派遣元責任者及びこの契約に係る事務処理等を担当する業務処理責任者を定め，甲に通知する

ものとする。派遣元責任者等を変更した場合も，同様とする。

（業務処理責任者の変更請求等）

第11条 　甲は，業務処理責任者が，この契約の処理上著しく不適当と認められるときは，その理由を付した書

面により，乙に対し，その変更を請求することができる。

２　乙は，前項の請求があったときは，その日から１０日以内に必要な措置を講じ，その結果を甲に通知しなければならない。

（派遣労働者の交代）

第12条 　甲は，派遣労働者が派遣業務の従事に当たり，遵守すべき甲の業務処理方法等に従わない場合又は業

務処理の能率が著しく低いと認められる場合は，その理由を付した書面により，乙に派遣労働者の交代を要請することができる。

２　乙は，前項の要請があったときは，速やかに必要な措置を講じ，その結果を甲に通知しなければならない。

（苦情処理）

第13条 　甲及び乙は，派遣労働者から苦情の申出を受ける者を定め，相互に通知するものとする。苦情の申出

を受ける者を変更した場合も同様とする。

２　甲又は乙の前項の者が苦情の申出を受けたときは，甲及び乙の密接な連携の下に，その迅速かつ適切な処理を図るものとする。

３　前項により苦情を処理した場合には，甲又は乙は，その結果について必ず派遣労働者に知らせなければならない。

（安全衛生等）

第14条 　甲及び乙は，労働基準法（昭和２２年法律第４９号），労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）

等の法令に定める規定を遵守し，派遣労働者の労働基準，安全衛生等の確保に努めるものとする。

２　乙は，派遣労働者を派遣する前に，雇入れ時の安全衛生教育を実施するものとする。

３　甲及び乙は，別紙仕様書に基づき，派遣労働者の労働衛生等の確保に努めるものとする。

（出張等に要する費用）

第15条 　甲の指示により派遣労働者が派遣業務の都合により出張又は外勤する場合には，甲は当該出張又は外

勤に要した費用を負担するものとする。

（無投票の取扱い）

第１６条　甲は，　　　　　　　　　選挙が無投票となったときは，速やかに乙に通知するものとする。

２　乙は，　　　　　　　　　選挙が無投票となり，告示日以後派遣業務の必要がなくなった場合には，次に掲げる額に当該金額の１００分の１０に相当する消費税及び地方消費税相当額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた金額）を甲に請求するものとする。

　(1) この契約による派遣労働者が業務に従事する見込みの延べ労働時間（１時間未満の端数がある場合には，１５分を単位として計算する。次号において同じ。）に乙が当該派遣労働者に支払う１時間当たりの賃金の額を乗じて得た額の１００分の６０に相当する額

　(2) 前号に掲げるもののほか，この契約を履行するために要した費用について甲乙協議して定めた額
（契約の解除）

第１７条　甲は，乙が次の各号のいずれかに該当するときは，この契約を解除することができる。

(1) 派遣業務の処理が著しく不適当であると明らかに認められるとき。

(2) 正当な理由なしに甲との協議事項に従わないとき。

(3) 正当な理由なしに派遣労働者の交代要請に応じないとき。

(4) その他その責めに帰すべき理由によりこの契約に違反したとき。

(5) 第１９条に規定する理由によらないで契約解除の申出をしたとき。

２　甲は，前項に定める場合のほか，必要があるときは，この契約を解除することができる。

３　甲は，前２項によりこの契約を解除しようとするときは，速やかに乙に通知するものとする。この場合において，乙から請求があったときは，甲は，この契約の解除を行った理由を乙に対し明らかにするものとする。

第１８条　甲は，この契約に関して，次の各号のいずれかに該当するときは，契約を解除することができる。こ

の場合において，乙は，解除により生じた損害の賠償を請求することができない。

(1)乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第４９条第１項に規定する排除措置命令（以下「排除措置命令」という。）を受け，かつ，当該排除措置命令が同条第７項又は独占禁止法第５２条第５項の規定により確定したとき。

(2)乙が独占禁止法第５０条第１項に規定する課徴金（以下「課徴金」という。）の納付命令（以下「納付命令」という。）を受け，かつ，当該納付命令が同条第５項又は独占禁止法第５２条第５項の規定により確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第５１条第２項の規定により取り消されたときを含む。）

(3)乙が，独占禁止法第６６条に規定する審決（同条第３項の規定による原処分の全部を取り消す審決を除く。）を受け，かつ，当該審決の取消しの訴えを独占禁止法第７７条第１項に規定する期間内に提起しなかったとき。

(4)乙が独占禁止法第７７条第１項の規定により審決の取消しの訴えを提起した場合において，当該訴えを却下し，又は棄却する判決が確定したとき。

(5)排除措置命令又は納付命令（これらの命令が乙以外のもの又は乙が構成事業者である事業者団体に対して行われ，かつ，各名あて人に対する命令すべてが確定した場合（独占禁止法第４９条第７項，第５０条第５項若しくは第５２条第５項の規定により確定した場合（当該確定した納付命令が独占禁止法第５１条第２項の規定により取り消された場合を含む。）若しくは独占禁止法第６６条に規定する審決（同条第３項の規定による原処分の全部を取り消す審決を除く。）を受け，かつ，当該審決の取消しの訴えを独占禁止法第７７条第１項に規定する期間内に提起しなかった場合又は同項の規定により審決の取消しの訴えを提起した場合において当該訴えを却下し，若しくは棄却する判決が確定したときをいう。次号において「確定した場合」という。）における当該命令をいう。）において，乙に独占禁止法に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。

(6)排除措置命令又は納付命令（これらの命令が乙に対して行われたときは乙に対する命令で確定した場合における当該命令を，これらの命令が乙以外のもの又は乙が構成事業者である事業者団体に対して行われたときは各名あて人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。）により，乙に独占禁止法に違反する行為があったとされる期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合において，この契約が，当該期間（これらの命令に係る事件について，公正取引委員会が乙に対し納付命令を行い，これが確定した場合は，当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間（独占禁止法第７条の２第１項に規定する実行期間をいう。）を除く。）に入札が行われたものであり，かつ，当該取引分野に該当するものであるとき。（当該違反する行為が，この契約に係るものでないことが明らかであるときを除く。）

(7)乙（乙が法人の場合にあっては，その役員又は使用人を含む。）について，独占禁止法第８９条第１項，第９０条若しくは第９５条（独占禁止法第８９条第１項又は第９０条に規定する違反行為をした場合に限る。）に規定する刑又は刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の３若しくは第１９８条に規定する刑が確定したとき。

第１９条　乙は，甲の責めに帰すべき理由によりこの契約を履行することができないと認められるときは，この

契約を解除することができる。

（損害賠償）

第２０条　第１７条第１項の規定に基づきこの契約を解除された場合において，甲に損害があるときは，乙は，

その損害を賠償しなければならない。

２　この契約の派遣期間中に第１７条第２項の規定に基づきこの契約を解除した場合であって，事前に解除の通知を行わなかったときは，甲は，少なくとも派遣日数分の派遣労働者の賃金に相当する額についての損害を賠償しなければならない。

３　第１７条第３項の規定に基づきこの契約を解除した場合において，乙に損害があるときは，甲は，その損害を賠償しなければならない。この場合において，事前に解除の通知を行わなかったときは，甲は，少なくとも派遣日数分の派遣労働者の賃金に相当する額についての損害を賠償しなければならない。

４　前条の規定に基づきこの契約を解除された場合において，乙に損害があるときは，甲は，その損害を賠償しなければならない。

５　乙又は派遣労働者の責めに帰すべき理由により派遣業務の処理に関し甲に損害を与えたときは，乙は甲に対しその損害を賠償しなければならない。

６　前各項の規定により賠償すべき損害額は，甲乙協議して定めるものとする。

７　乙又は派遣労働者が派遣業務の処理に関し，第三者に損害を与えたときは，乙の負担においてその賠償をするものとする。ただし，その損害の発生が甲の責めに帰すべき理由による場合は，甲の負担とする。

第２１条　乙は，この契約に関して，第１８条各号のいずれかに該当するときは，甲が契約を解除するか否かを

問わず，賠償金として派遣料金の合計額の１０分の２に相当する額を甲の指定する期間内に支払わなければならない。ただし，同条第１号から第６号までに掲げる場合において，排除措置命令，納付命令又は審決の対象となる行為が，独占禁止法第２条第９項第３号に規定するものであるとき又は同項第６号に基づく不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１５条）第６項に規定する不当廉売であるときその他甲が特に認めるときは，この限りでない。

２　前項に規定する賠償金のほか，確定していない派遣料金に係る賠償金については，当該派遣料金が確定した都度，前項の規定中「派遣料金の合計額」とあるのは「派遣料金」と読み替えて，同項の規定を適用する。

３　甲は，実際に生じた損害の額が前２項の賠償金の額を超えるときは，乙に対して，その超える額についても賠償金として請求することができる。

４　第１項及び第３項の規定は，この契約の派遣期間終了後においても適用があるものとする。

（履行不能の場合の措置）

第２２条　乙は，乙の責めに帰すべき理由以外の理由により派遣業務の全部又は一部について履行不能となった

ときは，直ちに甲に通知し，甲の指示に従わなければならない。

（契約内容の変更）

第２３条　甲が必要と認めたときは，乙と協議の上，契約内容を変更することができる。

（秘密保持）

第２４条　乙は，派遣業務の処理に関し，知り得た秘密を他に漏らしてはならない。

２　乙は，派遣労働者その他乙の従業員が派遣業務の処理に関し，知り得た秘密を他に漏らさないようにしなければならない。派遣労働者その他乙の従業員でなくなった者についても同様とする。

（個人情報の保護）

第２５条　乙は，この契約による業務を処理するための個人情報の取扱いについては，別記「個人情報取扱特記

事項」を遵守しなければならない。

（管轄裁判所）

第２６条　この契約について訴訟等が生じたときは，甲の事務所の所在地を管轄する裁判所を第一審の裁判所と

する。

（協議）

第２７条　この契約に定めのない事項については，必要に応じて甲乙協議して定めるものとする。

　　この契約を証するため，本書を２通作成し，甲乙両者記名押印の上，各自その１通を保有する。
　　令和 　　年 　　月 　　日
                                                 甲　　茨城県神栖市溝口４９９１番地５
                                                       　神 栖 市 長      石　田　　進　　
                                                 乙
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　      ㊞

別記

個人情報取扱特記事項（第２５条関係）

（基本的事項）

第１　乙は，この契約による業務を処理するための個人情報の取扱いに当たっては，個人の権利利益を侵害することのないよう努めなければならない。

（秘密の保持）

第２　乙は，この契約による業務を処理するために知り得た個人情報の内容を他に漏らしてはならない。

２　乙は，その使用する者が，この契約による業務を処理するために知り得た個人情報の内容を他に漏らさないよ

うにしなければならない。

３　前２項の規定は，この契約が終了し，又は解除された後においても，また同様とする。

（目的外収集・利用の禁止）

第３　乙は，この契約による業務を処理するため，個人情報を収集し，又は利用するときは，当該業務の目的の範囲内で行うものとする。

（第三者への提供制限）

第４　乙は，この契約による業務を処理するため甲から提供された個人情報が記録された資料等を，甲の承諾なしに第三者に提供してはならない。

（複写，複製の禁止）

第５　乙は，この契約による業務を処理するため甲から提供された個人情報が記録された資料等を，甲の承諾なしに複写し，又は複製をしてはならない。

（提供資料等の返還等）

第６　乙は，この契約による業務を処理するため甲から提供された個人情報が記録された資料等を，業務完了後，速やかに甲に返還するものとする。ただし，甲が別に指示したときは，当該方法によるものとする。

（契約解除及び損害賠償）

第７　甲は，乙が個人情報取扱特記事項の内容に反していると認めたときは，契約の解除又は損害賠償の請求をすることができるものとする。

（従事者への周知）

第８　乙は，この特記事項の内容を派遣労働者その他乙の従業員に周知徹底するものとする。
